
国総研資料 No. 380 
 

 25

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

0 50 100 150 200

土圧強度　(kN/㎡)

標
高

　
（
ｍ

）

FLIP hx０
FLIP hx１
FLIP hx２
FLIP hx３
クーロン他

 

図- 34 FLIP により得られた自重解析後の土圧強度 
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図- 35 FLIP から得られた自重解析後の矢板背後のσxと

τxyの鉛直分布 

 

 

図- 36 骨組みモデルに作用させる土圧 

 

5.2. 矢板前面の地盤バネ 

矢板前面の地盤バネは水平地盤反力係数にて表現する．

水平地盤反力係数は，一般的に地盤の N 値やせん断剛性な

どにより求めることができる．例えば，道路土工－仮設構

造物工指針 13)や道路橋示方書 14)などには，地盤のせん断剛

性より式(7)にて求める方法が示されている．本研究では，

矢板前面土要素のせん断剛性からこの式を使用し水平地盤

反力係数を求めることとする．港湾構造物の設計において

は N 値をもとに図- 3 の関係を利用し求めることが多い．

ただし，N 値による方法は設計実務における簡易法である

ことを考慮し，本研究では解析結果の土要素のせん断ひず

みをもとに，土のせん断応力－せん断ひずみ関係から土要

素のせん断剛性を求めることによって，水平地盤力係数を

求めている．  

 

(7) 

 

ここで，kh：水平地盤反力係数（kN/㎥），ν：ポアソン

比＝0.33，B0：基準載荷幅(＝0.3m)，BH：換算載荷幅で，

矢板では一般的に 10m が使われる 13)． 

土のせん断応力－せん断ひずみ関係は土の応力－ひず

み関係を表すのに良く使われる双曲線モデルを使用し，式

(8)によって矢板前面土要素のせん断ひずみからせん断剛

性を求める．式(8)で求まるせん断剛性は，双曲線モデルに

おける任意のせん断ひずみに対する割線剛性である． 

 

    (8) 

 

ここで，Gm：初期せん断剛性，γm：基準ひずみである．

基準ひずみγmは以下のようになる． 

m

m
m G

τ
γ =   (9) 

ここで，τmはせん断強度である． 

また，矢板に作用する地盤反力は，受動土圧強度以上に

ならないよう，受動土圧強度を最大値とするバイリニア型

で与えることとする． 

 

5.3. 控え杭の地盤バネ 

控え杭の地盤バネは，矢板前面の地盤バネ同様，控え杭

前面土要素のせん断ひずみより，式(7)にて求まる水平地盤

反力係数により与える．ただし，4 変形モードの検討より

明らかになったように，控え杭前面土要素の上下節点間の

変形は回転による変形の影響が大きく，せん断による変形

の影響は小さい．よって，FLIP 結果から得られる控え杭前

面土要素のせん断ひずみと式(7)によって求める水平地盤

反力係数では，杭の変形を表現するには過大な値になる可

能性がある．よってここでは，せん断ひずみを控え杭の変

位が全てせん断変形により起きていると仮定して控え杭の

節点間の相対変位を要素高さで除すことにより，新たに設

定しなおし与えることとした． 
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5.4. 再現結果 

FLIP から得られた土圧強度，矢板前面土要素のせん断ひ

ずみ，控え杭の残留変位から算出したせん断ひずみを利用

し，図- 32 に示す骨組みモデルにより算出した矢板と控え

杭の残留変形量を図- 37 に示す． 

矢板，控え杭の残留変形量ともに FLIP の結果に比べ小

さな値を算出する結果となり，骨組モデルによる再現性は

良くなかった．特に，控え杭の残留変形は，FLIP 結果の残

留変形量が杭下端から杭上端までほぼ直線的に増加してい

るのに対し，骨組モデルは杭上端に近づくにつれて増加量

が大きくなっており，変形モードが異なっているのが分か

る． 
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(a)矢板       (b)控え杭 

図- 37 骨組モデルによる自重解析後変形の再現結果 

 

5.5. 集中バネと骨組モデルによる自重解析後変形の再現 

5.4 より，図- 32 に示す骨組みモデルでは再現性が良く

なく，特に控え杭の変形モードは大きく異なる事が分かっ

た．ここでは，控え杭の変形モードに影響が大きい控え杭

の地盤バネについて再検討を行う． 

 

1) 水平地盤反力係数の再検討 

5.3 で控え杭の地盤バネについては，式(7)による水平地

盤反力係数により与えているが，ここでは，FLIP 結果から

得られた控え杭に働く地盤反力を控え杭の変位で除すこと

により，FLIP 結果の残留変形量の再現に必要な水平地盤反

力係数を逆算し，5.3 で求めた一般式による水平地盤反力

係数と比較する．杭に働く地盤反力は FLIP から得られた杭

に働く曲げモーメントを２回微分することにより求める．

図- 38 に式(7)による水平地盤反力係数，図- 39 に FLIP

から逆算した水平地盤反力係数，残留変形量，地盤反力の

鉛直分布を示す．これより，以下のことが分かる． 

式(7)による水平地盤反力係数は FLIP 結果から逆算した

値と比べて非常に値が大きく，また深度方向に大きさが増

していくなど傾向も異なる．FLIP 結果から逆算した水平地

盤反力係数は杭頭部で大きい． 

控え杭に作用する地盤反力は控え杭頭部の値が控え杭

下部に比べて極めて大きく，地盤の控え杭に対する抵抗は

控え杭頭部に集中しており，杭頭部以外での抵抗は比較的

小さい．地盤反力を構成する地盤応力としては，地盤のせ

ん断応力や圧縮応力などが考えられるが，4 変形モードの

検討で明らかになったように，控え杭前面の上下節点間の

変形モードは回転による影響が大きく，また左右節点間の

変形モードは杭頭部以外は伸張であるため，杭頭部以外で

は，杭に地盤からのせん断応力や圧縮応力による抵抗が比

較的小さい．このため，地盤反力は杭頭部以外では小さく

なっていると考えられる．逆に杭頭部では左右節点間の変

形モードが圧縮であるため，地盤反力が比較的大きくなっ

ていると考えられる．図- 40 は地盤応力σx，τxy の杭前面

と背面での大きさの差の鉛直分布であるが，地盤反力同様，

杭頭部でσxが非常に大きくなっており，地盤反力を構成し

ている地盤応力のうち，地盤反力はσxによる影響が大きい

ことが伺える． 

FLIP から逆算した水平地盤反力係数において，各ケース

で控え杭に作用する地盤反力はほとんど変わらないが，残

留変形量は大きく異なるため，水平地盤反力係数の値は矢

板控え間距離により違いが出ている． 
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図- 38 地盤のせん断剛性から求めた水平地盤反力係数 

 

2) 集中バネによるモデル化 

以上のことより，式(7)による水平地盤反力係数は，FLIP

結果から逆算した水平地盤反力係数に比べて極めて大きく，

また，傾向も異なり，控え直杭式矢板岸壁の控え杭の変形

を再現するにはあまり適さないことが分かった． 

この原因は，式(7)の導出時の条件にあると考えられる．

式(7)は，以下に示す式(10)が基になっている． 
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(10) 

 

式(10)は Vesic15)により，図- 41 に示すような半無限弾

性体の上にある無限長に長い梁が集中荷重を受ける場合に

おいて，解析的に解いた梁に働く曲げモーメント 16)とウィ

ンクレー型の地盤バネで地盤をモデル化した場合に梁に働

く曲げモーメントを比較し求められている．この時，解析

的に解いた梁に働く曲げモーメントは，地表面で杭に働く

荷重強度と地盤の応力が等しく，作用方向の無限遠方で応

力＝0 という境界条件で地盤の応力関数を解くことによっ

て求められている．よって，水平方向に無限に地盤が存在

するような条件を想定しており，本研究で対象としている

岸壁背後のような，近くに矢板のような土留め壁があり，

矢板が土圧により変形するような条件を想定していない．

本研究で明らかになったように，矢板が海側へ変形する条

件では，土要素の左右節点間では伸張による変形モード，

上下節点間では回転による変形モードが大きくなるなど，

無限に水平地盤が続く条件とは変形モードが大きく異なる．

よって，式(7)による水平地盤反力係数では，控え杭の変形

を良く表現できなかったと考えられる．なお，式(7)は

Yoshida ら 11)によって式(10)に載荷幅と地表面付近の土の

塑性化の影響による補正が加えられた後，簡略されて作ら

れた式である． 

そこで，本研究では，控え直杭式矢板岸壁の背後地盤の

回転や伸張といった変形モードの影響により，控え杭に働

く地盤反力が杭頭部以外は杭頭部に比べて非常に小さいこ

とに着目し，控え杭の地盤バネは図- 42 に示すようにタイ

ロッド取付点の集中バネでモデル化することとした．ここ

で，本章における集中バネの値は FLIP 結果のタイロッド張

力をタイロッド取付点の控え杭変位で除すことにより求め

ることとする． 
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(a)控え杭 水平地盤反力係数 
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(b)控え杭 残留変形量  (c)控え杭 地盤反力 

図- 39 自重解析後の FLIP 結果を逆算した水平地盤反

力係数 
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図- 40 杭前面と背面の地盤応力の差の鉛直分布 
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図- 41 半無限弾性体上で荷重を受ける梁 
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図- 42 集中バネによる骨組みモデル 

 

5.6. 自重解析後変形の再現結果 

図- 43 に控え杭の地盤バネを集中バネにした時の骨組み

モデルによる再現結果を示す．この結果より以下のことが

分かる． 

分布バネで表現できなかった控え杭の直線的な変形モ

ードを集中バネにより比較的良く再現できた． 

矢板控え間距離による残留変形量の違いを，集中バネの

大きさの違いで表現することができる． 

矢板前面の地盤バネは一般式による水平地盤反力係数

で矢板の変形を良く再現できている． 
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(a)矢板        (b)控え杭          

図- 43 集中バネによる自重解析後変形の再現結果 

 

6. 動的解析後変形の骨組みモデルによる再現 

 

前章にて，自重解析後の変形を集中バネを用いることに

より再現した．ここでは，動的解析後の変形についても集

中バネで再現できるかを検討する．比較として一般式によ

る水平地盤反力係数を用いた分布バネでの再現結果も示す．

検討ケースは，地盤ケース１の基本断面 hx0 と最も矢板控

え間距離が長い hx3 とする．矢板に働く土圧，矢板の地盤

バネ，控え杭の地盤バネについては，全て自重解析後変形

の再現同様の手法で与える． 

  

6.1. 矢板に働く土圧・地盤バネ 

5.1 矢板に働く土圧と同様の手法で得られた土圧強度を

図- 44 に示す．参考として自重解析後同様，海底面より上

は裏込め石の条件φ＝40°，δ＝15°から算出されるクー

ロンの主働土圧係数，海底面より下はブシネスクによる弾

性応力解を利用し，海底面より上の有効重量を上載荷重と

して土圧係数 K0=0.5 より得られる土圧分布もあわせて示

す．5.1 矢板に働く土圧で，この土圧分布は自重解析後の

FLIP 結果から得られる土圧分布と杭頭部以外はほぼ同程

度の値であることが示されている． 

この結果より，動的解析後は海底面から天端までの範囲

で大きく土圧が増加していること，またその増加量は入力

加速度が大きい方が大きいこと，hx0～hx3 で土圧に大きな

差は無いことが分かる．  

矢板前面の地盤バネも，5 骨組みモデルによる自重解析

後変形の再現の検討の再現同様，矢板前面の土要素のせん

断剛性から式(7)を利用し算出する． 
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(a)20Gal 
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(b)45Gal 

図- 44 FLIP より得られた動的解析後の土圧強度 
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6.2. 控え杭の地盤バネ 

集中バネの妥当性を検討するため，まず FLIP 結果から

逆算した水平地盤反力係数と式(7)による水平地盤反力係

数を比較する．式(7)による水平地盤反力係数の鉛直分布を

図- 45 に示す．水平地盤反力係数算出に用いたせん断ひず

みは，5.3 控え杭の地盤バネ同様，控え杭の残留変形が全

てせん断変形により起きていると仮定して控え杭の節点間

の相対変位を要素高さで除すことにより算出した．FLIP 結

果から逆算した水平地盤反力係数は，自重解析後の再現同

様，FLIP から得られた控え杭に働く地盤反力を残留変位で

除して求める．水平地盤反力係数，残留変形量，地盤反力

の鉛直分布を図- 46 に示す． 

この結果より，FLIP 結果から逆算した地盤反力係数は，

自重解析後同様，控え杭頭部で控え杭下部に比べて値が大

きいこと，式(7)より算出した水平地盤反力係数は，自重解

析後同様，FLIP 結果から逆算した値と比べて値が大きく，

また深度方向に大きさが増していくなど傾向も異なること

が分かる．以上のことより，動的解析後の変形の再現につ

いても集中バネを用いることとする． 
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図- 45 一般式より算出した水平地盤反力係数 

 

6.3. 再現結果 

図- 47 に控え杭の地盤バネを集中バネにした時の骨組み

モデルによる再現結果と，分布バネで与えた時の再現結果

を示す．この時，比較の分布バネの水平地盤反力係数は図- 

45 の値を使用している．この結果より以下のことが分かる． 

矢板，控え杭ともに動的解析後も集中バネにより概ね良

好に変形を再現できるが，式(7)による水平地盤反力係数を

用いた分布バネでは，矢板・控え杭ともに残留変形量は小

さく，また変形モードも FLIP 結果と異り再現性は良くない． 

矢板控え間距離による残留変形量の違いを，集中バネの

大きさの違いで表現することができた． 

FLIP 結果では矢板・控え杭下端で変位が発生しているが，

本モデルでは固定条件になっているため，変位を表現でき

ていない． 

 

7. 簡易耐震性能照査方法 

 

前章までの検討により，控え直杭式矢板岸壁の変形は集

中バネを用いることにより骨組みモデルで表現できること

が分かった．ここでは，これまで FLIP から逆算していた土

圧，矢板前面の地盤バネ，控え杭の集中バネをモデル化し，

２次元地震応答解析結果の変形を再現できる簡易耐震照査

手法の構築について検討する． 

 

7.1. 検討ケース 

再現を検討する２次元地震応答解析のケースは，-7.5ｍ，

-11.0ｍ，-14.5ｍの３つの水深にそれぞれ設計震度 0.10，

0.15，0.20 を設定したものとし，地盤条件は，固有周期が

1.2s 程度の比較的緩い地盤（第Ⅲ種地盤相当）である地盤

ケース１と固有周期が 0.8s 程度のやや締まった地盤（第Ⅱ

種地盤相当）である地盤ケース２とした． 

表 - 7 に各水深の地盤ケースを示す．また，水深-11.0

で設計震度 0.15 の断面は，3．控え直杭式矢板岸壁の耐震

性能に影響を及ぼすパラメータで設定した基本断面 hx0 と

同じ断面であり，この断面の地盤ケース１については，3．

控え直杭式矢板岸壁の耐震性能に影響を及ぼすパラメータ

で矢板控え杭間距離を変更した検討ケースである hx3 につ

いても再現を検討する． 

入力地震動は周波数特性や継続時間の違いなどを考慮

し，表 - 8 に示す No1～No3 の３つの地震動を用いた． 図

- 48 に波形，図- 49 にフーリエスペクトルを示す． 

 

7.2. 簡易耐震性能照査モデルの概要 

図- 50,図- 51 にそれぞれ地盤ケース１水深-11.0ｍにお

ける hx0，hx3 における地震動 No1 による動的解析後のせん

断剛性低下率の断面分布を示す． 

せん断剛性低下率は，FLIP によって得られた各土要素の

せん断ひずみより，式(8)からせん断剛性を求め，動的解析

後のせん断剛性を自重解析後のせん断剛性で除したもので

ある．これより，矢板前面と控え杭前面において大きくせ

ん断剛性が低下しており，地盤剛性の低下が変形に大きく

影響を与えているのが分かる．簡易耐震性能照査モデル構

築にあたっては，これら地盤剛性の低下を適切にモデルに

反映させる必要がある．前章までの検討より，動的解析後

は地盤剛性の低下に伴って，次のような変化が起きている

ことが分かっている．  
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図- 46 動的解析後の FLIP 結果を逆算した地盤反力係数 

 

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

-0.5 -0.4 -0.3 -0.2 -0.1 0.0

残留変位　（ｍ）

標
高

　
（
ｍ

）

hx0 45Gal

hx0 20Gal

hx3 45Gal

hx3 20Gal

FLIP hx0 45Gal

FLIP hx0 20Gal

FLIP hx3 45Gal

FLIP hx3 20Gal

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

-0.5 -0.3 -0.1 0.1

残留変位　（ｍ）

標
高

　
（
ｍ

）

hx0 45Gal

hx0 20Gal

hx3 45Gal

hx3 20Gal

FLIP hx0 45Gal

FLIP hx0 20Gal

FLIP hx3 45Gal

FLIP hx3 20Gal
-25

-20

-15

-10

-5

0

5

-0.5 -0.4 -0.3 -0.2 -0.1 0.0

残留変位　（ｍ）

標
高

　
（
ｍ

）

hx0 45Gal

hx0 20Gal

hx3 45Gal

hx3 20Gal

FLIP hx0 45Gal

FLIP hx0 20Gal

FLIP hx3 45Gal

FLIP hx3 20Gal

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

-0.5 -0.4 -0.3 -0.2 -0.1 0 0.1

残留変位　（ｍ）

標
高

　
（
ｍ

）

hx0 45Gal

hx0 20Gal

hx3 45Gal

hx3 20Gal

FLIP hx0 45Gal

FLIP hx0 20Gal

FLIP hx3 45Gal

FLIP hx3 20Gal

 

(a)矢板          (b)控え杭         (a)矢板         (b)控え杭 

(ⅰ)集中バネによる再現結果              (ⅱ)分布バネによる再現結果 

 

図- 47 集中バネによる動的解析後の変形の再現結果 
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表 - 7 地盤ケース 

(a) 水深-7.5ｍ 

(ⅰ) 地盤ケース１ (第Ⅲ種地盤相当）
ρ G ma σ ma ν φ h max m g

(t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (deg)

4 ～ 0.6 1.8

0.6 -7.5 2

-7.5 ～ -29 2 45000 239.8 0.33 38 0.24 0.5

標高(m)

25920 89.8 0.33 37 0.24 0.5

 

(ⅱ) 地盤ケース2 (第Ⅱ種地盤相当）
ρ G ma σ ma ν φ h max m g

(t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (deg)

4 ～ 0.6 1.8

0.6 ～ -7.5 2

-7.5 ～ -18 2 72200 198.5 0.33 38 0.24 0.5

-18 ～ -29 2 125000 279.2 0.33 39 0.24 0.5

標高(m)

0.50.2458300 89.8 0.33 38

 

 

(b) 水深-11.0ｍ 

(ⅰ) 地盤ケース１ (第Ⅲ種地盤相当）
ρ G ma σ ma ν φ h max m g

(t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (deg)

4 ～ 0.6 1.8

0.6 -11 2

-11 ～ -32.5 2 45000 239.8 0.33 38 0.24 0.5

25920 89.8 0.33 37 0.50.24

標高(m)

 

(ⅱ) 地盤ケース2 (第Ⅱ種地盤相当）
ρ G ma σ ma ν φ h max m g

(t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (deg)

4 ～ 0.6 1.8

0.6 ～ -11 2

-11 ～ -21.5 2 72200 198.5 0.33 38 0.24 0.5

-21.5 ～ -32.5 2 125000 279.2 0.33 39 0.24 0.5

0.5

標高(m)

58300 89.8 0.33 38 0.24

 

 

(c) 水深-14.5ｍ 

(ⅰ) 地盤ケース１ (第Ⅲ種地盤相当）
ρ G ma σ ma ν φ h max m g

(t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (deg)

4 ～ 0.6 1.8

0.6 14.5 2

-14.5 ～ -36 2 45000 239.8 0.33 38 0.24 0.5

標高(m)

0.24 0.525920 89.8 0.33 37

 

(ⅱ) 地盤ケース2 (第Ⅱ種地盤相当）
ρ G ma σ ma ν φ h max m g

(t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (deg)

4 ～ 0.6 1.8

0.6 ～ -14.5 2

-14.5 ～ -25 2 72200 198.5 0.33 38 0.24 0.5

-25 ～ -36 2 125000 279.2 0.33 39 0.24 0.5

標高(m)

0.24 0.558300 89.8 0.33 38

 

 

表 - 8 入力地震動 

No. 地震波名 最大加速度 卓越周波数 継続時間
（Gal） （Hz） （ｓ）

No.1 宮崎波 55.8 4.55 80
No.2 八戸波 209.9 0.39 19
No.3 大船渡波 275.1 2.34 19  

 

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90
time (s)

加
速

度
　

（
G

al
）

 

(a) No1 宮崎波 
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(b) No2 八戸波 
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(c) No3 大船渡波 

図- 48 入力地震波形 
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(b) No2 八戸波 
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(c) No3 大船渡波 

図- 49 入力地震動 フーリエ振幅
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図- 50 hx0 の剛性低下率断面分布 

 

 

 

 

図- 51 hx3 の剛性低下率断面分布 

 

①動的解析後，矢板に働く土圧は増加している．②矢板

下端は，技術基準で仮定しているような固定条件ではなく，

矢板下端以深の地盤変形により海側へ変位している．これ

らを考慮し，本研究での簡易耐震性能照査モデルは図- 52

の模式図に示すとおりとした． 

 

 

 

 

 

図- 52 簡易耐震性能照査モデル模式図 

 

 

7.3. 土圧のモデル化 

土圧は天端高から海底面までは，図- 44 により動的解析

後，増加していることが分かっている．これは，地震波に

より地盤の剛性が低下し，土要素が変形しようとするのを

矢板が抑制し，土要素が圧縮することによると考えられる．

矢板に働く土圧は地盤の剛性低下や矢板の海側への変形な

どの土要素を伸張させる因子と，矢板剛性や根入長などの

土要素が変形するのを抑制し土要素を圧縮させる因子によ

り決定されていると考えられるが，そのような効果を考慮

した土圧算出方法は未だ考案されていない． 

よって，本研究では天端から海底面までは，補正地表面

最大加速度 14)αｃ（Gal）を重力加速度ｇ（＝980Gal）で除

して求めた見かけ上の震度から物部・岡部の土圧理論に基

づく土圧係数を求め，土圧強度で与えることとした．ここ

で，αｃとは地震波の周波数特性や継続時間など，構造物

の水平残留変形量に影響のある因子で補正した地震動の最

大加速度である．本研究では，αｃは地震動の繰り返し作

用による地盤剛性の低下や壁高などの影響を静的荷重にあ

る程度換算する加速度であり，現時点ではこれを用いるの

が最善と判断した．海底面より下の土圧強度については，

6 動的解析後変形の骨組みモデルによる再現より，動的解

析後で土圧強度の増加はほとんどないことが分かっている

ので，海底面より上の有効重量を上載荷重としてブシネス

0.7 以上 

0.5～0.7 

0.5 未満 
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0.5 未満 
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評価 
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クの弾性応力解から得られる土圧係数 K0=0.5 で与えるこ

ととした．ただし，骨組みモデルに作用させる土圧強度は

受動側からも土圧係数 K0=0.5 での土圧強度が作用するた

め，これを差し引いた値となり，結局等分布荷重となる（図

- 36 参照）．表- 9 に各地震動のαｃとαｃを g で除した見

掛けの震度 khを示す．αｃは一次元の FLIP による地震応答

解析より求めた．図- 53 に本研究での地盤ケース１，水深

-11.0ｍのモデル土圧分布と FLIP 結果から逆算した土圧分

布の比較を示す．矢板頭部以外は，本モデルによる土圧強

度で FLIP 結果の土圧強度を良く再現できていた． 

 

表- 9 入力地震動のαｃと kh 

No 地震波名 水深 地盤 α c (Gal) k h

No1 宮崎波 -7.5 case1 32.5 0.033
case3 22.3 0.023

-11 case1 40.4 0.041
case3 32.7 0.033

-14.5 case1 47.5 0.048
case3 43.2 0.044

No2 八戸波 -7.5 case1 106.3 0.109
case3 82.5 0.084

-11 case1 141.0 0.144
case3 118.2 0.121

-14.5 case1 175.0 0.179
case3 153.5 0.157

No3 大船渡波 -7.5 case1 59.0 0.060
case3 41.1 0.042

-11 case1 78.2 0.080
case3 59.4 0.061

-14.5 case1 96.0 0.098
case3 77.7 0.079  
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(c) No3 大船渡波 

図- 53 モデル土圧 

 

7.4. 矢板前面の地盤バネのモデル化 

矢板前面の地盤バネは，一次元の FLIP により地震動に

よる地盤の剛性の低下を評価し与える．すなわち，一次元

の FLIP によりせん断ひずみを求め，式(7)によって水平地

盤反力係数より与える．ここで，せん断ひずみは，矢板前

面要素は 4 変形モードの検討より，初期応力の影響によっ

て，地震動作用時間中に急増することが分かっている．そ

こで本研究では，初期応力の影響を考慮するため，自重解

析後における矢板前面要素の残留変形量推定式を作成し，

この推定式により算出する変形量を一次元の FLIP 解析の

初期条件として与え，矢板前面の初期応力状態を模擬する．

その後，その初期条件で一次元の FLIP 解析を行い，せん断

ひずみを求めることとする．また，せん断ひずみは，１次

元の地震応答解析結果の最大ひずみに係数 0.65 を乗じた

有効ひずみとすることとした．有効ひずみは，１次元の地

震応答解析を等価線形で行う場合に用いられる手法で，不

規則な地震動の最大振幅を調和振幅に換算する係数であり，

一般的に 0.65 が良く用いられる． 
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1) 矢板前面要素変形量推定式 

矢板前面要素変形量推定式は，FLIP 解析結果の自重解析

後の変形量を重回帰分析することにより作成する．重回帰

分 析 に 使 用 し た FLIP の 検 討 ケ ー ス は ，

-7.5m,-11.0m,-14.5m,-16.0m の４つの水深において，それ

ぞれ固有周期が 1.2s 程度の比較的緩い地盤（第Ⅲ種地盤相

当）である地盤ケース１，固有周期が 0.8s 程度のやや締ま

った地盤（第Ⅱ種地盤相当）である地盤ケース２，固有周

期が 0.6 以下の締まった地盤（第Ⅰ種地盤相当）である地

盤ケース３の地盤条件を用意し，各水深に表 - 10 に示す

設計震度を設定して技術基準 3)により設計した断面で，全

24 ケースである． 

表 - 10 検討ケース 

-7.5m -11.0m -14.5m -16.0m
0.10 ○ ○
0.15 ○ ○
0.20 ○ ○
0.25 ○ ○

水深

設
計
震
度  

 

矢板前面要素変形量推定式は，まず海底面における残留

変形量推定式を作成し，その後，海底面残留変形量以深の

変化量推定式を作成して，それらを合わせることにより作

成することにした．重回帰分析により求めたに矢板前面要

素変形量推定式を，式(11)～式(13)に示す．  

 

(11) 

 

(12) 

(13) 

 

ここで， usurf：海底面残留変形量(m)，Δu：海底面残留

変形量以深の変化量(m)，H:壁高(m)，X/H：矢板控え杭間

距離を壁高で除したパラメータ，y：海底面からの鉛直長さ，

G98:矢板前面土要素の有効拘束圧 98kN/㎡におけるせん断

剛性(kN/㎡)である．せん断剛性の大きさは有効拘束圧に依

存するため，ある有効拘束圧下の値に指定する必要がある．

ここでは，有効拘束圧 98kN/㎡のせん断剛性 G98 を用いる

ことにした．なお，G98 は FLIP の地盤パラメータ簡易設定

法 11)において，N 値から求められるせん断剛性として扱わ

れている． 

図 - 54 に矢板前面要素変形量推定式と２次元 FLIP の矢

板前面土要素の残留変形量を比較したグラフを示す．推定

式による変形量は水深－7.5m 地盤ケース１において，海底

面から 10m の深さあたりで，やや２次元 FLIP の結果と差が

あるものの，概ね２次元 FLIP の結果と同程度の変形量を算

出している． 
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図 - 54 矢板前面要素変形量推定式と FLIP 結果の比較 

 

7.5. 控え杭の集中バネのモデル化 

控え杭の集中バネ khd は，自重解析後の変形を表現でき

る集中バネ khs に低減率を乗じることにより求める．（式

(14)参照）．khs は骨組み解析と集中バネ位置変形量推定式

により求める．すなわち，まず khs を仮定し，それを用い

て骨組み解析で自重解析後の変形の再現を行い，集中バネ

ustat = usb - Δu 
= 0  

（usb <Δu） 

（usb >Δu） 

927.0
98

695.022.1 )/(5.56 −−= GHXHusb

543.0
98

983.0477.0903.0 )/(703.0 −−=Δ GHXHyu
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位置の残留変形量が集中バネ位置変形量推定式による残留

変形量と等しくなる khsを繰り返し計算により求める（図 - 

55 参照）. 

 

(14) 

 

ここで，khd:控え杭の集中バネ，khs：自重解析後の変形

を表現する集中バネ，α：集中バネ低減率である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 - 55 khsの算出 

 

1) 集中バネ位置変形量推定式 

集中バネ位置変形量推定式は，FLIP 解析結果の自重解析

後の変形量を重回帰分析することにより作成する．重回帰

分 析 に 使 用 し た FLIP の 検 討 ケ ー ス は ，

-7.5m,-11.0m,-14.5m,-16.0m の４つの水深において，それ

ぞれ固有周期が 1.2s 程度の比較的緩い地盤（第Ⅲ種地盤相

当）である地盤ケース１，固有周期が 0.8s 程度のやや締ま

った地盤（第Ⅱ種地盤相当）である地盤ケース２，固有周

期が 0.6 以下の締まった地盤（第Ⅰ種地盤相当）である地

盤ケース３，３の地盤条件を用意し，各水深に表 - 10 に

示す設計震度を設定して技術基準 3)により設計した断面で，

全 24 ケースである． 

説明変数を， X/H：矢板控え杭間距離を壁高で除したパ

ラメータ，G98:矢板前面土要素の拘束圧 98kN/㎡におけるせ

ん断剛性(kN/㎡)，hT：海底面から集中バネ取付位置までの

距離として重回帰分析を行った．集中バネ位置残留変形量

推定式を式(15)に示す． 

 

(15) 

 

ここで，utie(m)：自重解析後の集中バネ位置での残留変

形量推定値である．集中バネ位置残留変形量推定式による

残留変形量推定値と２次元 FLIP の自重解析後の集中バネ

位置での残留変形量を比較したグラフを図 - 56 に示す． 
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図 - 56 推定式による残留変形量推定値と FLIP 結果の

比較 

 

2) 集中バネ低減率の検討 

khsを骨組み解析の繰り返し解析にて求めたあと，集中バ

ネ低減率を乗じ，khdを算出する．ここでは，集中バネ低減

率について検討を行う．本研究における簡易モデルでは，

控え杭に対する地盤の抵抗を，変形メカニズムの観点から

集中バネに集約して表現し，控え直杭式矢板岸壁の残留変

形を再現している．そのため，集中バネ低減率は，杭前面

土要素全体の地盤剛性の地震動による低下を考慮したもの

である必要がある．よって，本研究において集中バネ低減

率は，控え杭位置の地盤条件で１次元の FLIP 解析を行い，

天端から控え杭下端までの平均の剛性低下率を求め，以下

の式(16)より集中バネ低減率を求めることとした．剛性低

下率は，せん断ひずみと式(8)により求め，せん断ひずみは，

１次元の地震応答解析結果の最大ひずみに係数 0.65 を乗

じた有効ひずみとすることとした．  

 

(16) 

 

ここで，G：１次元の FLIP 解析後のせん断剛性，G0：初

期せん断剛性，(G/G0)ave：平均せん断剛性低下率である． 

式(16)は，１次元 FLIP による平均せん断剛性低下率と

２次元 FLIP 結果による集中バネ低減率の相関関係より求

めた（図 - 57 参照）．２次元 FLIP 結果による集中バネ低

減率は，動的解析後の集中バネ値を自重解析後の集中バネ

値で除すことにより求めた．各集中バネ値はタイロッド取

付点位置（簡易モデルでの集中バネ設置位置）でのタイロ

ッド張力を残留変形量で除すことにより求めた．使用した

集中バネの仮定 

骨組み解析結果
と変形量推定式
による変形量が
等しい 

骨組み解析による自重解析後の
集中バネ位置での変形量の評価 

集中バネの決定 

No 

YES 

α ＝ 0.8981（G/G0）ave 

khd = αkhs 

829.0
98

408.030.1)/(342 −−= GhHXu Ttie
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２次元 FLIP の検討ケースは，7.1 検討ケースでの検討ケー

スと等しく，入力地震波は表 - 11 に示す周波数特性や継

続 時 間 異 な る が ９ つ の 地 震 波 を 残 留 変 形 量 が

10cm,15cm,20cm となるよう振幅調整し使用している． 
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図 - 57 一次元 FLIP から求めた平均剛性低下率と集中バ

ネ低減率の関係 

 

表 - 11 集中バネ低減率検討時 地震波 

No. 地震波名 卓越周波数 継続時間
（Hz） （ｓ）

No.1 宮崎波 4.55 80
No.2 美都波 0.37 161
No.3 JR波 1.34 40
No.4 Dip波 0.68 29.1
No.5 八戸波 0.39 19
No.6 神戸波 2.88 20
No.7 大船渡波 2.34 19
No.8 Strike波 1.66 29.1
No.9 Subduction波 0.67 40  

 

7.6. 矢板下端残留変形量の評価 

矢板下端は，矢板下端以深の地盤が地震動により変形す

るため残留変形量が発生し，現在の技術基準 3)で想定して

いるような固定条件とはならない． 

本研究では，簡易モデルの海底面下において，式(17)に

示す荷重を与えることによって，矢板下端以深の地盤変形

により，海底面以深の矢板が海側へ平行移動するのを簡易

モデルで表現する． 

 

(17) 

 

ここで，pb：矢板下端以深の地盤の変形により海底面以深

の矢板が海側へ変形するのを表現する荷重(kN/㎡), kh：水

平地盤反力係数(kN/㎥)，ub：矢板下端での残留変形量(m)

である．ub は，矢板前面の水平地盤反力係数の算出方法同

様，1)矢板前面要素変形量推定式で求めた矢板前面要素変

形量推定式により初期応力を考慮した１次元 FLIP 解析を

行い，矢板下端位置での残留変形量を算出し，これを利用

する． 

 

7.7. 検討結果 

２次元 FLIP の結果を本研究の簡易耐震照査方法で再現し

た結果を図- 58 に示す． 
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図- 58 簡易モデルによる再現結果 

 

pb = khub 
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図- 58 簡易モデルによる再現結果（続き１） 
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図- 58 簡易モデルによる再現結果（続き２） 

 

水深－7.5m の矢板以外のケースについては，本研究のモ

デルにより２次元 FLIP の結果を良く再現することができ

た．水深－7.5m の矢板については，地盤ケース１，地盤ケ

ース２ともに，本研究のモデルがの結果が，FLIP 結果に比

べて標高－5.0m 付近で非常に大きく，変形モードも本研究

のモデルが海側へ凸な変形モードであるのに比べ，FLIP の

結果は矢板頭部がやや海側へ拝むような変形モードであり，

異なる結果となった．再現性が悪かった原因としては，本

モデルの控え杭の残留変形が FLIP の結果とあまり変わり

がないことを考慮すると，矢板前面の水平地盤反力係数が

FLIP の結果を再現するにはやや小さ過ぎたことが考えら

れる． 

 

8. まとめ 

 

本研究における主な結論は以下のとおり． 

控え直杭式矢板岸壁の矢板・控え直杭の剛性，矢板・控

え直杭の根入れ長さ，矢板控え間距離のうち，最も変形に

影響を与えているパラメータは矢板控え杭間距離であった． 

控え直杭式矢板岸壁の控え杭前面土要素の上下節点間

の変形モードは回転による変形の影響が大きく，また，左

右節点間の変形モードは，杭頭部以外，伸張の影響が大き

かった．そのため，控え杭前面ではせん断応力や直応力が

小さいと考えられ，控え杭に作用する地盤反力は杭頭部以

外，杭頭部と比較して非常に小さかった．そのため，２次

元 FLIP の結果を簡易な骨組モデルで表現しようとする場

合，杭に作用させる地盤バネは，杭全体に作用する分布バ

ネではなく，タイロッド取付点に一点に作用させる集中バ

ネの方が適していた． 

集中バネを用いた骨組モデルと１次元の FLIP による簡

易耐震性能照査方法を提案した．すなわち地震動による地

盤の剛性の低下を１次元 FLIP で評価し，その結果を集中バ

ネを用いた骨組モデルのバネ値で表現することにより，残

留変形量を算出する手法を提案した． 

本研究における簡易耐震性能照査方法と２次元 FLIP の

比較を－7.5m，－11.0m，-14.5m，３つ水深の断面を用いて

行った結果，水深－7.5m の断面以外は，矢板，控え杭とも，

本研究における簡易耐震性能照査方法で２次元 FLIP と同

等の残留変形量を評価することができた． 

今後の課題としては，本研究の簡易耐震性能照査モデル

は，控え杭のバネを集中バネで表現しているため，控え杭

の曲げモーメントを算出できない．よって，控え杭の曲げ

モーメントの評価法などが挙げられる． 

 

(2007 年 2 月 14 日受付) 
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